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保険者調査 

 

調査概要 

（１） 調査の目的 

・ 各自治体での介護認定調査の実施方法、調査員への研修・指導、介護認定審査会の体制、

介護認定審査会委員への研修等の状況を把握することを目的に調査を実施 

 

（２） 調査対象 

・ 要介護認定に関する業務を実施する自治体（全国市町村・政令市行政区・広域連合・一部事務組

合等） 

 

○ 報告自治体数：1,529自治体 

 

（３） 調査期間 

・ 2009年 6月 18日～6月 24日 

 

（４） 調査実施方法 

・ インターネット上に調査回答用 WEB サイトを構築し、回答者はそれぞれに一意の IDとパスワー

ドでログインし回答を入力する。 

 

（５） 質問項目 

① 基本情報 

② 認定調査の実施方法 

③ 調査印研修・指導 

④ 介護認定審査会の体制 

⑤ 介護認定審査会委員研修 

⑥ 認定調査結果の確認 

 

（６） 集計方法 

・ 要介護認定の業務には、「認定調査」、「介護認定審査会の運営」の業務がある。これらの業務は、

必ずしも被保険者を抱える保険者が一括して行っているとは限らず、「認定調査」のみを行う自治

体、「介護認定審査会の運営」のみを行う自治体、両方を行う自治体等のパターンが存在する。 

保険者調査では、認定調査を行っているか（問２）、介護認定審査会の運営を行っているか（問

１４）を質問することにより、各業務を行っている自治体のみから回答を収集できるように設計し

ている。また、同時に各業務を行っていない自治体に対しては、その自治体の業務を受託している

団体の保険者コードを入力してもらうことで、その自治体の被保険者を「認定調査」、「介護認定審

査会の運営」を行っている自治体のデータに取り込み分析できるようにした。 

  

1. 要介護認定申請者情報（自治体で経過措置適用前の二次判定結果等を入力した被保険者の認定情

報）を自治体ごとに集計 

2. １で集計した要介護認定申請者情報と保険者調査の認定に関する設問の回答を結びつけ、保険者

調査の調査に関する回答内容と併せて各被保険者の認定情報を分析 

3. 同様に審査会運営自治体ごとにもデータを集計し、保険者調査の審査会に関する回答内容と併せ

て各被保険者の認定情報を分析 

 

※ なお、要介護認定申請者情報を用いた集計は、要介護認定申請者の件数が、100 件以上ある自治

体のみを抽出して行う。 
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１.認定調査 

・データ件数 
保険者調査回収自治体数：1,529自治体 

認定調査実施自治体数：1,367自治体 

うち要介護認定者情報と結合できた自治体数：1,176 自治体（調査実施自治体の 85.9％） 

 

Ⅰ．認定調査の実施方法 

1-1 認定調査の実施体制（n=1,529） 

83.7% 2.4% 10.8%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単独で実施(貴自治体の被保険者のみを対象に認定調査業務を実施)

単独実施(貴自治体が貴自治体以外の申請者を含めた対象に認定調査を実施する｡認定調査の受託等をしている)

認定調査を行っておらず､他自治体に委託等している

保険者ではなく､認定調査を行っておらず､他自治体に委託等もしていない(広域連合､一部事務組合等の場合)

 

 

1-2 事務受託法人への委託の有無（n=1,367） 

17.7% 82.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

委託している 委託していない

 

 

1-3 申請区分ごとの自治体職員（事務受託法人の職員を含む）による調査の割合（n=1,367） 

21.7%

14.9%

29.7%

20.7%

9.9%

3.3%

8.3%

2.0%

9.3%

2.9%

6.6%

2.5%

7.4%

2.8%

4.9%

2.1%

15.3%

12.9%

15.0%

11.8%

36.4%

63.2%

35.6%

60.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

居宅・新規

居宅・区分変更

施設・更新

施設・区分変更

2割未満 2割以上4割未満 4割以上6割未満 6割以上8割未満 8割以上10割未満 10割
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1-4 ケアプラン策定事業者の認定調査に関する取り組み 

（１）居宅の場合の取り決め（n=1,367） 

29.4% 16.8% 42.6% 11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当該申請者のｹｱﾌﾟﾗﾝ策定者が調査を行うことは認めていない(緊急時には認めている場合も含む)

当該申請者のｹｱﾌﾟﾗﾝ策定者及び利用中のｻｰﾋﾞｽ提供事業者が調査することは認めていない(緊急時には認めている場合も含む)

取り決めはない(認定調査を認めている)

その他  
 

（２）居宅の場合の取り決め別一次判定結果（n=1,176） 

8.1

7.6

6.6

7.8

19.3

18.0

17.3

18.5

13.4

12.8

13.4

12.8

18.2

18.8

18.5

18.5

11.8

12.8

13.6

12.4

9.7

10.0

10.7

10.3

11.2

11.4

11.2

11.5

8.3

8.5

8.7

8.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ｹｱﾌﾟﾗﾝ策定者が行うことは認めてい

ない(n=345)

ｹｱﾌﾟﾗﾝ策定者及びｻｰﾋﾞｽ提供事業者

が行うことは認めていない(n=195)

取り決めはない(n=504)

その他(n=132)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（３）施設の場合の取り決め（n=1,367） 

35.8% 51.4% 12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当該申請者の入所している施設の職員が調査を行うことは認めていない(緊急時には認めている場合も含む)

取り決めはない(認定調査を認めている)

その他
 

 

（４）施設の場合の取り決め別一次判定結果（n=1,176） 

8.1

7.0

7.3

18.2

18.0

19.2

12.6

13.6

13.4

18.7

18.3

18.3

12.3

13.1

12.4

10.0

10.4

9.9

11.7

11.0

11.2

8.4

8.6

8.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

認めていない(n=412)

取り決めはない(n=611)

その他(n=153)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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1-5 自治体職員（事務受託法人の職員を含む）による調査 調査員数 

（１）自治体職員（事務受託法人の職員を含む）による調査 調査員数（n=1,367） 
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（２）うちフルタイムかつ専従の職員数（n=1,367） 
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（３） １号被保険者 10,000人当たりの自治体職員（事務受託法人の職員を含む）による調査 

 調査員数（n=1,334） 

454

345

134
91

47 65

198

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450
500

5人以下 10人以下 15人以下 20人以下 25人以下 30人以下 31人以上

自
治

体
数

人数
 

※「不明」および 1号被保険者人口不明の３３自治体を除く 

 

 

 

 

平均＝9.9 

平均＝3.5 

平均＝16.0 
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1-6 委託調査 調査員数 

（１）自治体が配布している調査員証の数（n=1,232） 

547

219
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※ 「不明」との回答 135自治体を除く 

 

（２）委託調査を行う調査員の数（n=1,233） 

347

159
122

77
57

35 34 33 21 17 29 14 21 7 15 10 11 8 8 9 15
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※ 「不明」との回答 134自治体を除く 

 

（３）１号被保険者 10,000人当たりの委託調査 調査員数（n=1,203） 

339

133 126 129 113
83

41 40 28 20 25

126

0
50

100
150
200
250
300
350
400

自
治

体
数
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※ 「不明」との回答 164自治体を除く 

 

 

 

 

 

平均＝46.1 

平均＝66．9 

平均＝37.0 
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（４） １月に 5件以上の調査をしていると考えられる 調査員数（n=1,244） 

164
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※ 「不明」との回答 123自治体を除く 

 

1-7 調査実施自治体が行う１月当たりの調査件数（n=1,367） 

（１）調査件数 
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（２）うち自治体職員（事務受託法人の職員を含む）による調査割合（n=1,367） 

5.1% 16.4% 15.3% 11.7% 23.2% 28.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割未満 2割以上4割未満 4割以上6割未満 6割以上8割未満 8割以上10割未満 10割
 

 

（３） 自治体職員（事務受託法人の職員を含む）による調査実施割合別一次判定結果（n=1,176） 

5.7

5.8

6.7

7.5

9.0

8.3

16.6

18.4

17.5

17.7

19.1

18.3

13.9

14.7
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12.8

12.9

11.8

18.5

18.0
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18.2

18.9

13.8
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13.1

11.9

11.9

10.7

10.4

10.4

10.3

9.6

10.5

11.8

10.8

11.2

11.2

11.2

12.1

9.0

8.7

8.9

8.7

8.2

8.2

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

2割未満(n=60)

2割以上4割未満(n=193)

4割以上6割未満(n=182)

6割以上8割未満(n=141)

8割以上10割未満(n=264)

10割(n=336)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ

 

平均＝11.3 

平均＝386.5 
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Ⅱ．調査員研修・指導 

2-1 平成 21 年からの新たな方式での認定に関する研修を受けた調査員の割合（n=1,367） 

（１）新たな方式での認定に関する研修受講者割合 

1.0%

6.0% 2.0%

9.7%

18.4%

83.3%

36.2%

0.7%

33.0%

1.5%

1.0%

2.1%

2.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体職員・事務受託法人

委託事業者

2割未満 2割以上4割未満 4割以上6割未満 6割以上8割未満 8割以上10割未満 10割 不明

 

 

（２）新認定研修受講者割合別一次判定結果（自治体職員）（n=1,176） 

6.2

6.4

4.5

5.6

7.2

7.6

5.6

19.0

18.1

17.2

15.9

16.5

18.4

21.8

14.9

14.3

13.9

14.0

12.1

13.2

10.6

16.5

17.7

17.8

17.9

18.9

18.4

21.0

14.8

13.5

15.2

14.6

13.5

12.5

11.4

9.5

10.1

11.1

11.1

10.8

10.1

10.2

11.1

11.3

12.3

11.3

12.1

11.2

11.6

8.1

8.5

8.1

9.6

9.1

8.4

7.6

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

2割未満(n=11)

2割以上4割未満(n=12)

4割以上6割未満(n=26)

6割以上8割未満(n=25)

8割以上10割未満(n=112)

10割(n=983)

不明(n=7)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

 

 

（３） 新認定研修受講者割合別一次判定結果（委託事業者）（n=1,176） 
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2割未満(n=72)

2割以上4割未満(n=19)
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6割以上8割未満(n=30)

8割以上10割未満(n=220)

10割(n=436)

不明(n=375)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ
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 3-1研修開催回数（n=1,367） 

（１） 都道府県主催回数 
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（２） 広域連合等主催回数 
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（３） 市区町村主催回数 
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平均＝1.5 

平均＝0.1 
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（４） その他主催 
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（５） 合計 
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（６）研修回数（合計）別一次判定結果（n=1,176） 

研修回数合計×一次判定結果

7.9%

6.9%

6.7%

18.2%

18.0%

17.6%

13.0%

12.7%

13.2%

19.7%

20.0%

20.4%

12.7%

13.1%

13.3%

8.7%

9.0%

9.1%

11.1%

11.4%

11.1%

8.7%

8.9%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～1回(n=259自治体）

２～３回(n=329自治体）

4回以上(n=137自治体）

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

 

 

 

 

平均＝0.1 

平均＝2.5 
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4-1 研修で扱った内容（n=552） 

（１）研修で扱ったそれぞれの内容に対する説明の比重 

19.9%

64.1%

47.8%

66.5%
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39.5%

41.8%

69.7%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定制度の基本設計

3つの評価軸

各調査項目の定義

特記事項記載の視点

常時介護者が不在の場合の考え方

時間帯や体調で介助方法が異なる場合の考え方

介護が不足している場合の取扱方法

介護認定審査会で特記事項が重視されること

特に重点的に説明した
内容に関して一通りは説明した
ほとんど説明していない(資料やﾃｷｽﾄ等の配布のみの場合も含む)

 

 

（２）研修内容（要介護認定制度の基本設計）別一次判定結果（n=456） 
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特に重点的に説明した(n=88)

内容に関して一通りは説明した(n=298)

ほとんど説明していない(n=70)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（３）研修内容（３つの評価軸に関して）別一次判定結果（n=456） 

8.0

7.3

7.8

19.1

18.1

17.6

13.4

12.9

12.9

18.3

18.5

19.0

12.2

12.8

12.8

9.7

10.3

10.6

11.0

11.3

11.8

8.4

8.7

7.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=289)

内容に関して一通りは説明した(n=151)

ほとんど説明していない(n=16)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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（４）研修内容（各調査項目の定義）別一次判定結果（n=456） 

8.6

6.7

6.5

19.6

17.7

16.8

13.2

13.5

12.2

18.1

18.6

20.6

11.8

13.1

12.7

9.6

10.4

10.8

11.0

11.2

12.3

8.2

8.8

8.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=223)

内容に関して一通りは説明した(n=216)

ほとんど説明していない(n=17)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（５）研修内容（特記事項の記載の視点（選択根拠、手間、頻度））別一次判定結果（n=456） 

8.1

7.1

9.4

18.9

18.5

17.9

13.1

13.7

11.3

18.3

18.3

20.4

12.2

12.7

12.4

9.8

10.2

8.6

11.2

10.8

11.5

8.3

8.7

8.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=309)

内容に関して一通りは説明した(n=137)

ほとんど説明していない(n=10)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（６）研修内容（常時介助を提供するものがいない等状態の考え方）別一次判定結果（n=456） 

7.5

8.2

7.6

19.3

18.2

19.7

13.4

13.3

12.6

18.1

18.5

19.1

12.2

12.6

12.2

9.9

9.8

10.8

11.2

11.0

10.4

8.4

8.5

7.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=213)

内容に関して一通りは説明した(n=222)

ほとんど説明していない(n=21)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（７）研修内容（時間帯や体調によって介助の方法が異なる場合の考え方）別一次判定結果（n=456） 

8.5

7.2

7.3

19.7

17.9

18.2

13.5

13.1

13.0

17.8

18.9

18.4

11.8

12.8

12.9

9.5

10.2

10.8

11.0

11.2

10.9

8.2

8.7

8.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=182)

内容に関して一通りは説明した(n=244)

ほとんど説明していない(n=30)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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（８）研修内容（介護が不足している場合の取り扱い方法）別一次判定結果（n=456） 

8.3

7.3

7.7

19.5

18.1

17.8

13.3

13.3

12.6

17.9

18.7

19.4

11.8

12.8

12.7

9.7

10.1

10.9

11.1

11.1

11.1

8.3

8.6

7.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=193)

内容に関して一通りは説明した(n=238)

ほとんど説明していない(n=25)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（９） 研修内容（介護認定審査会でより特記事項が重視される方法となったことについての説明）別

一次判定結果（n=456） 

8.0

6.9

9.3

19.2

17.4

16.4

13.2

13.8

12.0

18.3

18.6

17.9

12.2

13.1

12.7

9.8

10.3

10.9

11.0

11.2

12.1

8.3

8.8

8.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=320)

内容に関して一通りは説明した(n=126)

ほとんど説明していない(n=10)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

5-1 テキスト配布方法（n=1,367） 

（１）テキストの配布状況 

23.0%

11.3%

92.6%

43.1%

3.3%

2.4%

1.4%

5.9%

4.0%

2.6%

1.0%

6.4%

69.8%

83.7%

5.0%

44.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自治体職員・電子版

委託職員・電子版

自治体職員・紙媒体

委託職員・紙媒体

おおよそ全員に配布した 全員ではないが､半数以上には配布した 半数には満たないが配布した ほとんど配布していない
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（２）テキストの配布状況別一次判定結果 自治体職員・電子版（n=1,176） 

7.9

6.5

8.7

7.3

18.3

16.1

18.2

18.3

13.7

11.7

12.5

13.2

17.7

19.2

19.6

18.5

12.7

14.3

12.2

12.7

10.4

10.9

9.5

10.2

10.8

11.9

11.1

11.4

8.5

9.4

8.1

8.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

おおよそ全員に配布した(n=276)

全員ではないが､半数以上には配布した(n=41)

半数には満たないが配布した(n=41)

ほとんど配布していない(n=818)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（３）テキストの配布状況別一次判定結果 委託調査員・電子版（n=1,176） 

6.4

6.0

5.6

7.6

17.0

16.8

16.1

18.5

13.2

11.6

12.5

13.3

18.3

19.8

20.5

18.4

14.2

13.6

14.4

12.5

11.0

11.4

10.7

10.1

11.0

12.4

11.4

11.3

8.9

8.5

8.9

8.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

おおよそ全員に配布した(n=134)

全員ではないが､半数以上には配布した(n=27)

半数には満たないが配布した(n=32)

ほとんど配布していない(n=983)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

 
 

（４） テキストの配布状況別一次判定結果 自治体職員・紙媒体（n=1,176） 

7.5

5.4

5.9

6.2

18.4

13.4

11.7

16.2

13.2

14.4

14.4

12.2

18.4

22.0

18.3

19.3

12.6

14.2

17.2

14.6

10.2

9.6

11.4

11.2

11.2

11.8

12.1

12.0

8.5

9.1

9.0

8.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

おおよそ全員に配布した(n=1,086)

全員ではないが､半数以上には配布した(n=15)

半数には満たないが配布した(n=13)

ほとんど配布していない(n=62)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ
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（５） テキストの配布状況別一次判定結果 委託調査員・紙媒体（n=1,176） 

7.4

7.4

7.0

7.6

18.2

18.7

17.1

18.3

13.4

13.9

12.9

12.8

18.4

17.8

18.5

18.6

12.8

12.6

13.6

12.3

10.1

9.8

11.2

10.3

11.1

10.9

11.2

11.7

8.5

9.1

8.4

8.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

おおよそ全員に配布した(n=512)

全員ではないが､半数以上には配布した(n=70)

半数には満たないが配布した(n=71)

ほとんど配布していない(n=523)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ

 

 

6-1 新認定調査に対する評価 

（１－１）調査項目が３つの軸（能力・有無・介助の方法）に分類されたことについて（n=1,367） 

55.6% 22.1% 18.1% 4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

考え方がわかりやすくなった 考え方のわかりやすさは変わらない 考え方がわかりにくくなった わからない
 

 

（１－２）回答別一次判定結果（n=1,176） 

7.7

6.2

7.0

7.8

18.8

16.8

16.6

16.8

13.3

13.6

12.5

12.2

18.3

18.7

18.7

19.5

12.2

13.9

13.9

13.7

10.0

10.7

10.9

10.3

11.3

11.2

11.8

10.9

8.4

8.9

8.6

8.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

考え方がわかりやすくなった(n=653)

考え方のわかりやすさは変わらない(n=260)

考え方がわかりにくくなった(n=218)

わからない(n=45)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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（２－１）調査項目の選択の仕方について（n=1,367） 

36.3% 23.8% 35.3% 4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

選択がしやすくなった 以前と変わらない 選択がしにくくなった わからない
 

 

（２－２）回答別一次判定結果（n=1,176） 

8.0

6.9

7.1

6.8

19.1

18.0

17.1

17.0

13.2

13.6

12.9

13.0

18.0

18.9

18.6

19.1

12.2

12.7

13.4

13.2

9.9

10.2

10.8

10.1

11.2

11.2

11.4

11.6

8.4

8.5

8.5

9.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

選択がしやすくなった(n=420)

以前と変わらない(n=285)

選択がしにくくなった(n=423)

わからない(n=48)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
 

 

（３－１）個々の調査項目における選択肢の選択傾向について（n=1,367） 

75.9% 12.5% 1.5% 10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

より軽度の選択肢(できる､介助されていない等)が選択される傾向になった
以前と変わらない
より重度の選択肢(できない､全介助等)が選択される傾向になった
わからない  

 

（３－２）回答別一次判定結果 （n=1,176） 

7.6

6.9

6.9

7.0

17.9

18.2

18.6

20.0

12.9

13.5

13.1

14.8

18.7

18.0

19.3

17.3

12.8

13.0

11.4

12.1

10.3

10.6

9.5

9.4

11.3

11.3

12.1

11.0

8.5

8.6

9.1

8.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

より軽度の選択肢が選択される(n=891)

以前と変わらない(n=154)

より重度の選択肢が選択される(n=17)

わからない(n=114)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ
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（４－１）調査員ごとの選択肢の選択や特記事項の記載に関するばらつきについて（n=1,367） 

25.6% 46.3% 16.3% 11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ばらつきが減少した 以前と変わらない ばらつきが増加した わからない

（４－２）回答別一次判定結果（n=1,176） 

7.9

7.5

6.6

6.9

19.2

17.6

17.2

19.4

13.1

13.0

13.1

14.5

18.2

18.7

18.9

17.7

12.2

13.0

13.3

12.4

9.9

10.3

10.8

9.7

11.1

11.4

11.6

10.9

8.4

8.5

8.6

8.4

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ばらつきが減少した(n=302)

以前と変わらない(n=548)

ばらつきが増加した(n=194)

わからない(n=132)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ

 

 

（５－１）特記事項の内容の記載について（n=1,367） 

45.3% 43.7% 3.8% 7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

充実した 以前と変わらない 以前より少なくなった わからない
 

 

（５－２）回答別一次判定結果（n=1,176） 

7.4

7.1

11.8

7.6

18.3

17.6

19.3

20.7

12.9

13.3

13.3

14.5

18.5

18.9

16.4

17.1

12.9

12.8

10.9

12.1

10.3

10.4

9.8

9.3

11.4

11.4

10.6

10.4

8.5

8.5

8.0

8.3

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

充実した(n=533)

以前と変わらない(n=508)

以前より少なくなった(n=48)

わからない(n=87)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ
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（６－１）認定調査の見直し（項目数の減少等）による調査員の負担ついて（n=1,367） 

6.7% 35.0% 54.6% 3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

負担が減少した 以前と変わらない 負担が増加した わからない
 

 

（６－２）回答別一次判定結果（n=1,176） 

7.7

6.8

7.8

7.3

18.0

17.8

18.2

22.2

13.7

13.2

12.9

15.8

18.1

18.5

18.6

16.8

12.7

12.9

12.7

11.3

10.1

10.5

10.1

8.9

11.2

11.6

11.2

9.9

8.5

8.5

8.6

7.8

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

負担が減少した(n=76)

以前と変わらない(n=415)

負担が増加した(n=643)

わからない(n=42)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ
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２.介護認定審査会 

・データ件数 
保険者調査回収自治体数：1,529自治体（76.5％） 

審査会開催自治体数：879 自治体 

うち要介護認定者情報と結合できた自治体数：755 自治体（審査会開催自治体のうち 85.9％） 

※集計には、経過措置適用前二次判定結果を使用 

 

Ⅲ．介護認定審査会の体制 

7-1 介護認定審査会の設置体制（n=1,529） 

41.3% 14.4% 44.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単独で設置

複数で設置(回答自治体が審査会事務局の運営を行う)

複数で設置(回答自治体以外が､審査会事務局の運営を行う)
 

 

7-2 審査会の開催状況(n=879) 

（１）平成 20年度介護認定審査会開催回数 

203
234

147

96
64

32 25
9

69

0

50

100

150

200

250

50回以下 100回以下150回以下200回以下250回以下300回以下350回以下400回以下401回以上

自
治

体
数

回数
 

 

（２）平成 20年度一回の介護認定審査会に審査する平均的な件数 

6

72

421

312

53
7 8

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

10件以下 20件以下 30件以下 40件以下 50件以下 60件以下 61件以上

自
治

体
数

回数
 

 

平均＝163.4 

平均＝31.6 
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（３）平成 21年度新たな認定方式の分を含む介護認定審査会開催回数 

329

275

109

54
30 20

62

0
50

100
150
200
250
300
350

10件以下 20件以下 30件以下 40件以下 50件以下 60件以下 61件以上

自
治

体
数

回数
 

 

（４） 平成 21年度新認定に移行してからの平均的な件数 

12

147

453

225

30 5 7
0

100

200

300

400

500

10件以下 20件以下 30件以下 40件以下 50件以下 60件以下 61件以上

自
治

体
数

回数
 

 

8-1 資料の事前配付の状況 

（１）資料の事前配付の有無(n=879) 

94.4% 5.0% 0.6%

91% 92% 93% 94% 95% 96% 97% 98% 99% 100%

常に行っている 行っていない その他
 

 

（２）事前配布の有無別一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

3.0

4.7

1.4

78.0

78.5

82.9

19.0

16.7

15.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

常に行っている(n=720)

行っていない(n=32)

その他(n=3)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

 

 

平均＝24.5 

平均＝34.2 
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（３）資料の事前配布の期限（日）(n=829) 

2 3 36 35
96 119

482

56

0

100

200

300

400

500

600

1日前 2日前 3日前 4日前 5日前 6日前 7日前 8日前以上

自
治

体
数

日数
 

 

 9-1 新たな認定方式における合議体の状況 

（１）1回あたりの平均審査時間（分）(n=879) 

33
58

155

269

138 143

41 27 15

0

50

100

150

200

250

300

自
治

体
数

分
 

 

（２）最も時間がかかる合議体の審査時間（分）(n=879) 

32
15

37

138

77

212

93

135 140

0

50

100

150

200

250

15分以下 30分以下 45分以下 60分以下 75分以下 90分以下 105分以下120分以下121分以上

自
治

体
数

分
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均＝6.5 

平均＝62.0 

平均＝91.7 
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（３）最も時間がかからない合議体の審査時間（分）(n=879) 

59

268
234

200

54 37
16 6 5

0

50

100

150

200

250

300

15分以下 30分以下 45分以下 60分以下 75分以下 90分以下 105分以下120分以下121分以上

自
治

体
数

分
 

 

（４）これまで判定に最も時間のかかった案件の審査時間（分）(n=879) 

233

363

130

59
8 26

60

0
50

100
150
200
250
300
350
400

5 10 15 20 25 30 31分以上

自
治

体
数

分
 

 

9-1 新しい認定での一次判定修正の頻度(n=879) 

（１）一次判定修正の頻度 

19.9% 47.1% 22.2% 9.0% 1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一次判定修正･確定のﾌﾟﾛｾｽを省略している 数回の審査で1件以下

毎回の審査で5件以下 毎回の審査で5～10件程

毎回の審査で10件以上
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均＝43.3 

平均＝16.4 
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（２） 一次判定修正の頻度別一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

3.5

3.0

2.8

3.6

3.8

76.4

78.0

78.6

79.2

82.3

20.1

19.0

18.6

17.2

13.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ﾌﾟﾛｾｽを省略している(n=149)

数回の審査で1件以下(n=350)

毎回の審査で5件以下(n=177)

毎回の審査で5～10件程(n=64)

毎回の審査で10件以上(n=15)

軽度に変更 変わらない 重度に変更

 

 

（３）一次判定修正の頻度別一次判定結果（一次判定修正）（ｎ＝755） 

7.6

7.4

7.7

7.1

4.6

17.6

18.3

18.8

16.9

17.9

12.6

13.2

13.5

13.5

15.6

18.8

18.4

18.3

18.7

17.3

12.4

12.6

12.5

13.2

13.8

10.4

10.2

10.0

10.6

9.6

11.7

11.3

10.8

11.5

11.9

8.8

8.5

8.4

8.6

9.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ﾌﾟﾛｾｽを省略している(n=149)

数回の審査で1件以下(n=350)

毎回の審査で5件以下(n=177)

毎回の審査で5～10件程(n=64)

毎回の審査で10件以上(n=15)

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

ｃ

 
 

10-1 定員数・運用数別合議体の数 

 定 数  

 

 

 

 

運

用

数 

 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人以上 計 

３人 79 

(1.0%) 

122 

(1.5%) 

586 

(7.2%) 

    787 

(9.6%) 

４人  692 

(8.5%) 

1430 

(17.5%) 

145 

(1.8%) 

146 

(1.8%) 

  2,413 

(29.5%) 

５人   3,034 

(37.1%) 

415 

(5.1%) 

624 

(7.6%) 

91 

(1.1%) 

602 

(7.4%) 

4,766 

(58.3%) 

６人    85 

(1.0%) 

33 

(0.4%) 

9 

(0.1%) 

11 

(0.1%) 

138 

(1.7%) 

７人以上     33 

(0.4%) 

0 

(0.0%) 

36 

(0.4%) 

69 

(0.8%) 

合議体合計数：８，１７３ 
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11-1 介護認定審査会委員の在任年数ごとの人数割合 

（１）在任期間２年未満の委員の割合(n=879) 

4.3% 46.3% 37.1% 9.0%

1.9%

1.1%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0割 2割未満 2割以上4割未満 4割以上6割未満 6割以上8割未満 8割以上10割未満 10割
 

 

 （２）在任期間 2年以下の委員割合別一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

4.7

3.1

3.1

2.5

3.8

2.9

1.0

80.6

78.4

77.6

79.1

76.2

81.5

83.5

14.7

18.5

19.3

18.4

20.0

15.6

15.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

0割(n=32)

2割未満(n=350)

2割以上4割未満(n=278)

4割以上6割未満(n=70)

6割以上8割未満(n=13)

8割以上10割未満(n=10)

10割(n=2)

軽度に変更 変わらない 重度に変更

 
 

（３）在任期間５年以上の委員の割合(n=879) 

0.9%

4.4% 20.6% 33.2% 26.1% 14.0% 0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0割 2割未満 2割以上4割未満 4割以上6割未満 6割以上8割未満 8割以上10割未満 10割

（４）在任期間５年以上の医院割合別一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

3.0

2.8

3.1

2.9

3.5

2.8

2.3

76.6

73.4

78.1

78.7

78.1

78.8

85.1

20.3

23.8

18.8

18.3

18.4

18.3

12.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

0割(n=7)

2割未満(n=33)

2割以上4割未満(n=159)

4割以上6割未満(n=243)

6割以上8割未満(n=199)

8割以上10割未満(n=109)

10割(n=5)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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12-1 議事録の作成 

（１）議事録の作成状況(n=879) 

68.8% 24.8% 3.5%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

議事録を作成している

通常は､作成していないが､必要な場合にのみ録音記録等から作成する

まったく作成していない

その他
 

 

（２）議事録の作成状況別一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

3.0

3.3

2.5

3.4

77.8

78.6

74.8

82.1

19.1

18.1

22.7

14.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

議事録を作成している(n=516)

必要な場合にのみ作成する(n=191)

まったく作成していない(n=24)

その他(n=24)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（３）議事録の内容(n=823) 

84.3%

64.4%

44.7%

44.5%

41.1%

40.9%

27.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

二次判定での変更の理由となった調査項目･

主治医意見書の該当箇所

二次判定での変更の理由となった議論･意見

一次判定修正･確定をした調査項目

議論のおおまかな経緯

認定有効期間を定めた根拠

特に重点的に議論が行われた点

一次判定修正･確定をした議論の経緯
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13-1 参考指標の活用 

（１）参考指標の活用状況(n=879) 

4.1% 40.5% 55.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

常に活用している 必要に応じて活用している 活用していない
 

 

（２）参考指標の活用状況別一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率(n=755) 

4.6

3.0

3.1

70.0

77.7

78.8

25.3

19.4

18.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

常に活用している(n=32)

必要に応じて活用している(n=312)

活用していない(n=411)

軽度に変更 変わらない 重度に変更

 

 

Ⅳ．介護認定審査会委員研修 

14-1 研修を受けた委員の割合 

（１）研修を受けた委員の割合(n=879) 

4.1% 4.8% 6.4% 14.6% 69.4% 0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2割未満 2割以上4割未満 4割以上6割未満 6割以上8割未満 8割以上 不明
 

 

（２）研修を受けた委員の割合別一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

3.6

3.3

3.1

3.6

3.0

3.5

78.9

74.4

79.4

76.3

78.5

86.8

17.5

22.3

17.5

20.0

18.6

9.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

2割未満(n=25)

2割以上4割未満(n=38)

4割以上6割未満(n=45)

6割以上8割未満(n=103)

8割以上(n=538)

不明(n=6)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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15-1 委員研修の開催回数(n=879) 

（１）都道府県主催回数 

127

533

164

27 16 3 9
0

100

200

300

400

500

600

0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回以上

自
治

体
数

回数
 

 

（２）広域連合等主催回数 

825

39 10 2 1 1 1
0

100
200
300
400
500
600
700
800
900

0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回以上

自
治

体
数

回数
 

 

（３）市区町村主催回数 

488

268

53 38 10 8 14
0

100

200

300

400

500

600

0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回以上

自
治

体
数

回数
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均＝1.3 

平均＝0.1 

平均＝0.1 
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（４）その他主催 

857

20 2
0

100
200
300
400
500
600
700
800
900

0回 1回 2回

自
治

体
数

回数
 

 

（５）合計 

14

345
307

108

49
12

44

0
50

100
150
200
250
300
350
400

0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回以上

自
治

体
数

回数
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均＝1.1 

平均＝1.4 
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16-1 研修で扱った内容 

（１）研修で扱った内容の説明(n=879) 

21.8%

35.9%

10.4%

28.2%

68.1%

33.9%

47.5%

11.6%

63.1%

53.0%

43.8%

59.9%

29.2%

57.2%

49.0%

68.8%

15.1%

11.1%

45.8%

11.9%

2.7%

8.9%

3.5%

19.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要介護認定制度の基本設計

3つの評価軸

各調査項目の定義

一次判定修正・確定の方法

二次判定における介護の手間にかかる審査判定の方法

二次判定において「年齢」、「状態像」、「居住環境」等の

「介護の手間」ではない要因が変更の理由にはならないこ

と

要支援２、要介護１の判定の仕方

介護認定審査会として付する意見の説明

特に重点的に説明した

内容に関して一通りは説明した

ほとんど説明していない(資料やﾃｷｽﾄ等の配布のみの場合も含む)
 

 

（２）研修で扱った内容の説明（制度の基本設計）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率

（ｎ＝344） 

2.9

3.3

2.8

77.1

76.9

79.4

20.0

19.8

17.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=69)

内容に関して一通りは説明した(n=223)

ほとんど説明していない(n=52)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

 

 

 

 

 

 



 29 

（３）研修で扱った内容の説明（制度の基本設計）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率

（ｎ＝344） 

2.8

3.4

3.4

78.6

76.3

77.1

18.6

20.3

19.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=123)

内容に関して一通りは説明した(n=184)

ほとんど説明していない(n=37)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（４）研修で扱った内容の説明（各調査項目の定義）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での 

変更率（ｎ＝344） 

3.9

2.7

3.3

74.6

77.3

78.2

21.5

19.9

18.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=39)

内容に関して一通りは説明した(n=148)

ほとんど説明していない(n=157)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（５）研修で扱った内容の説明（一次判定修せ・確定の方法）一次判定から二次判定（経過措置                     

適用前）での変更率（ｎ＝344） 

2.7

3.5

2.3

77.8

76.7

79.0

19.5

19.8

18.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=97)

内容に関して一通りは説明した(n=209)

ほとんど説明していない(n=38)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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（６）研修で扱った内容の説明（介護の手間にかかる審査判定方法）一次判定から二次判定（経過措置 

適用前）での変更率（ｎ＝344） 

3.0

3.7

1.2

77.1

77.7

81.4

20.0

18.7

17.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=229)

内容に関して一通りは説明した(n=107)

ほとんど説明していない(n=8)

軽度に変更 変わらない 重度に変更

 

 

（７）研修で扱った内容の説明（二次判定において「年齢」、「状態像」、「居住環境」等の「介護の手間」

でない要因が変更の理由にはならないこと）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率 

（ｎ＝344） 

3.3

2.9

3.3

76.8

77.6

78.2

19.9

19.5

18.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=114)

内容に関して一通りは説明した(n=196)

ほとんど説明していない(n=34)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（８）研修で扱った内容の説明（要支援２，要介護１の判定の仕方）一次判定から二次判定（経過措置適

用前）での変更率（ｎ＝344） 

2.5

3.3

3.0

74.0

77.7

78.6

23.5

19.0

18.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特に重点的に説明した(n=42)

内容に関して一通りは説明した(n=233)

ほとんど説明していない(n=69)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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17-1 平成 21年度から始まった新しい認定方式に対する認識 

（１）新たな認定方式に関する審査会委員の認識(n=879) 

65.2%

48.5%

63.8%

45.3%

29.4%

35.0%

29.6%

31.7%

5.2%

14.9%

6.0%

19.1%

0.2%

1.6%

0.6%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護認定審査会資料の様式が

変更となった趣旨等について

一次判定ソフトのロジックが

変更になった趣旨等について

二次判定での変更の際に具体的な

箇所を示すことが明示されたこと

介護認定審査会としての意見を

付すことが明示されたこと

ほぼすべての委員が認識している 多くの委員が認識している

一部の委員が認識している 認識している委員はいない
 

 

（２）認識の状況別（資料様式変更の趣旨）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率    

（ｎ＝755） 

3.2

3.0

3.0

1.6

77.2

79.7

81.3

82.4

19.6

17.3

15.8

16.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員が認識している(n=494)

多くの委員が認識している(n=226)

一部の委員が認識している(n=33)

認識している委員はいない(n=2)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（３）認識の状況別（ロジック変更の趣旨）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率    

（ｎ＝755） 

3.2

3.0

2.9

3.5

77.1

78.7

79.9

83.5

19.7

18.3

17.3

13.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員が認識している(n=368)

多くの委員が認識している(n=265)

一部の委員が認識している(n=109)

認識している委員はいない(n=13)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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（４）認識の状況別（二次判定での変更の際の具体的な箇所の明示）一次判定から二次判定（経過措置適

用前）での変更率（ｎ＝755） 

2.8

3.4

5.4

4.2

77.7

79.2

76.5

84.2

19.5

17.3

18.1

11.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員が認識している(n=476)

多くの委員が認識している(n=230)

一部の委員が認識している(n=45)

認識している委員はいない(n=4)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

  

（５）認識の状況別（介護認定審査会としての意見を付すことの明示）一次判定から二次判定（経過措置

適用前）での変更率（ｎ＝755） 

2.9

3.2

3.3

3.9

78.2

77.3

79.4

79.4

18.9

19.5

17.3

16.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員が認識している(n=341)

多くの委員が認識している(n=244)

一部の委員が認識している(n=141)

認識している委員はいない(n=29)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

18-1 平成 21年度から始まった新しい認定方式に対する評価) 

（１）新たな認定方式に関する審査会委員の認識(n=879) 

2.6%

48.5%

63.8%

31.7%

13.5%

35.0%

29.6%

23.4%

49.9%

14.9%

6.0%

43.0%

33.9%

1.6%

0.6%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護認定審査会資料の様式が

変更となった趣旨等について

一次判定ソフトのロジックが

変更になった趣旨等について

二次判定での変更の際に具体的な

箇所を示すことが明示されたこと

介護認定審査会としての意見を

付すことが明示されたこと

ほぼすべての委員がよい評価をしている 多くの委員がよい評価をしている

一部の委員がよい評価をしている よい評価をしている委員はいない
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（２）評価別（資料様式変更の趣旨）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

5.0

3.5

3.2

2.6

80.0

78.4

77.9

78.3

15.1

18.1

18.9

19.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員がよい評価をしている(n=18)

多くの委員がよい評価をしている(n=109)

一部の委員がよい評価をしている(n=372)

よい評価をしている委員はいない(n=256)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（３）評価別（ロジック変更の趣旨）一次判定から二次判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

3.1

4.3

3.1

2.6

77.0

76.6

78.0

79.0

19.8

19.0

18.9

18.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員がよい評価をしている(n=11)

多くの委員がよい評価をしている(n=89)

一部の委員がよい評価をしている(n=341)

よい評価をしている委員はいない(n=314)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（４）評価別（二次判定での変更の際の具体的な箇所の明示）一次判定から二次判定（経過措置適用前）

での変更率（ｎ＝755） 

2.2

3.0

3.6

2.5

79.0

78.9

77.6

78.2

18.8

18.1

18.9

19.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員がよい評価をしている(n=40)

多くの委員がよい評価をしている(n=153)

一部の委員がよい評価をしている(n=311)

よい評価をしている委員はいない(n=251)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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（５）評価別（介護認定審査会としての意見を付すことの明示）一次判定から二次判定（経過措置適用

前）での変更率（ｎ＝755） 

4.4

2.8

3.2

2.7

80.2

77.7

77.6

78.8

15.4

19.5

19.1

18.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての委員がよい評価をしている(n=65)

多くの委員がよい評価をしている(n=190)

一部の委員がよい評価をしている(n=278)

よい評価をしている委員はいない(n=222)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

19-1平成 21年度から始まった新しい認定方式による審査判定方法の変化 

（１）新たな認定方式による審査判定方法の変化の状況(n=879) 

26.7%

31.7%

5.9%

15.7%

23.4%

6.4%

55.5%

43.0%

72.1%

2.0%

1.8%

15.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護認定審査会資料の様式が

変更となった趣旨等について

二次判定での変更の際に具体的な

箇所を示すことが明示されたこと

介護認定審査会としての意見を

付すことが明示されたこと

ほぼすべての合議体で審査方法が変わった
多くの合議体で審査方法が変わった
多くの合議体で審査方法は変わっていない(これまでも手順どおり審査を行っていた)
多くの合議体で審査方法は変わっていない(これまでも手順どおり審査を行っていない)  

  

（２）審査判定方法の変化の状況別（資料様式変更の趣旨）一次判定から二次判定（経過措置適用前）で

の変更率（ｎ＝755） 

2.7

2.9

3.3

2.9

77.8

78.8

78.1

74.8

19.4

18.2

18.6

22.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての合議体で審査方法が変わった(n=200)

多くの合議体で審査方法が変わった(n=114)

従来通り手順に沿った審査を行っている(n=423)

従来通り手順に沿わない審査を行っている(n=18)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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（３）審査判定方法の変化の状況別（二次判定での変更の際の具体的な箇所の明示）一次判定から二次

判定（経過措置適用前）での変更率（ｎ＝755） 

3.0

2.8

3.2

3.7

79.1

78.9

77.3

76.8

17.9

18.3

19.4

19.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての合議体で審査方法が変わった(n=239)

多くの合議体で審査方法が変わった(n=177)

従来通り手順に沿った審査を行っている(n=324)

従来通り手順に沿わない審査を行っている(n=15)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
 

 

（４）評価別（介護認定審査会としての意見を付すことの明示）一次判定から二次判定（経過措置適用前）

での変更率（ｎ＝755） 

3.5

2.2

3.2

2.9

78.3

78.8

77.6

80.2

18.2

19.0

19.2

16.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ほぼすべての合議体で審査方法が変わった(n=41)

多くの合議体で審査方法が変わった(n=51)

従来通り手順に沿った審査を行っている(n=540)

従来通り手順に沿わない審査を行っている(n=123)

軽度に変更 変わらない 重度に変更
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Ⅴ．認定調査結果の確認 

20-1審査会資料の確認の状況(n=1,578) 

82.3% 12.8% 4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答自治体内で行っている

回答自治体内では行っていないが､他自治体が確認をしている

回答自治体内では行っておらず､他で確認しているかは分からない
 

 

21-1審査会資料の確認の内容(n=1,299) 

96.4%

87.9%

71.9%

67.1%

64.4%

63.7%

62.9%

57.5%

56.8%

55.4%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

記入漏れや警告ｺｰﾄﾞ

特記事項の記載内容

認定調査項目の選択と定義との整合性

障害高齢者･認知症高齢者の日常生活自立度の選択(主治

医意見書も含む)

特別な医療の選択

認定調査票と主治医意見書の整合性

警告ｺｰﾄﾞ以外の認定調査項目間の整合性

より頻回な状況で選択している｢介助の方法｣の項目

認定調査員が選択に迷っている調査項目

常時､介助を提供する者がいない場合の選択

その他
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